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１．環境基本計画のめざすもの 

 

村上市環境基本計画は、恵み豊かな自然との共生を図りながら、環境への負荷の少ない社会を築くため、基本理念を定め、市・市民・

事業者の責務を明らかにし、環境の保全及び創造に関する施策を総合的かつ計画的に推進することを目的に策定されました。 

この計画で目指すまちの姿は「山・川・海・豊かな自然に恵まれた歴史と伝統を継承するまち」とする環境像を掲げています。 

 

 

 

２．計画の期間 

 

 計画期間は、平成 23年度から令和 2年度までの 10年間です。 

また、期間の中間年度にあたる平成 27 年度には、これまでの５年間の状況変化を踏まえて、経済社会情勢の変化や新たな環境問題

の解決に柔軟に対応するため、計画の中間見直しを行い、環境指標および環境施策の変更等の見直しを行いました。 

 

 

 

３．環境基本計画の具体的な展開 

 

 環境基本計画の実効性を高めるために、基本目標を個別に分類し、それに関する政策方針を定め、それぞれ具体的な環境施策を示し

ています。また、第２次村上市総合計画との整合性を考慮し、環境指標として目標値を設定しています。 

 そして、本計画の実効性を確保するため、毎年度、計画の進行管理を行い、環境指標および環境施策について点検・評価を行うこと

とします。 
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４．令和元年度進捗状況報告 

 

 

（１）環境指標の進捗状況 

 環境指標の進捗状況については、関係各課から実績値を求め、計画目標値や過去の実績等と比較しました。 

 目標値は、平成 27年度中間見直し後の数値となっています。 

  

 

【環境指標の進捗状況】 

 

 

 

 

 

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

1 1 山々の緑と水を大
切にする 1 間伐等実施面積

484ｈａ
（平成20年度）

400ｈａ
（令和2年度）

638ｈａ 277ha 194ha 251ha 293ha 222.95ha 212.22ha 162.19ha 183.7ha 21.51ha 増 ↗
適期適地森林での間伐施業を支援することにより、森
林の多面的機能の保全と人工林における林分育成の
向上が図られた。

間伐については、林業事業体の積極的な取組が推進されるよう
支援を行った。

間伐については、林業事業体の積極的な取組が推進されるよう
支援を行った

2 防除区域内松くい虫被害面積
2.7ｈａ

（平成20年度）
1.9ｈａ

（令和2年度）
1.4ｈａ 6.2ha 27.3ha 90.4ha 77.8ha 70.52ha 72.56ha 75.12ha 74.4ha 0.7ha 減 ↗

・地上散布（村上地区）A=9.80hA
・有人ヘリ散布（山北・神林地区）A=74.52hA
・無人ヘリ散布（山北・神林地区）A=36.13hA
・伐倒くん蒸　V=27.20m3
昨年度同様に被害区域の調査と駆除、防除作業を行
い、被害量の抑制を図った。

・地上散布（村上地区）A=9.80ha
・有人ヘリ散布（山北・神林地区）A=74.73ha
・無人ヘリ散布（山北・神林地区）A=36.13ha
・伐倒くん蒸　V=59.88m3
平成30年度については被害面積と被害材積は増加したが、年々
被害は減少傾向にあり、予防事業と駆除事業を組み合わた対策
を継続したことが減少に繋がっている。

・地上散布（村上地区）A=13.51ha
・有人ヘリ散布（山北・神林地区）A=74.73ha
・無人ヘリ散布（山北・神林地区）A=36.43ha
・樹幹注入　V=57.09m3
・伐倒くん蒸　V=39.55m3
被害面積は増加したが、被害材積は減少した。
今後も予防事業と駆除事業を継続して実施していく必要がある。

3 美しい海岸を大切
にする 1

海岸の美しさに関する満足度
（アンケート調査）

55.4％
（平成22年度）

75.1％
（令和2年度）

￣
(未実施)

￣
(未実施)

￣
(未実施)

￣
(未実施)

63.5%
￣

(未実施)
￣

(未実施)
￣

(未実施)
63.0% 0.5%減

(平成27年度比)
→

平成26年度アンケート時（64％）とほぼ変化せず、目
標値に届かなかった。

環境基本計画の期間は10年間（平成23年度～平成32年度）で、
中間年度にアンケートを実施済み。次の2次計画を策定する際に
アンケート調査の実施予定。

環境基本計画の期間は10年間（平成23年度～平成32年度）で、
中間年度にアンケートを実施済み。次の2次計画を策定する際に
アンケート調査の実施予定。

4

1 有害鳥獣による被害面積
230.9ｈａ

（平成21年度）
50.0ｈａ

 （令和2年度）
34.2ｈａ 193.8ha 27.8ha 28.5ha 118ha 122.7ha 29.0ha 13.48ha 11.33ha 2.15ha 減 ↗

R1電気柵　33集落、122箇所設置
電気柵設置済圃場における農作物被害はほぼ抑制さ
れた。未設置個所については被害が出ているため、
今後も電気柵の整備、駆除事業を実施していく。ま
た、イノシシによる被害が増加傾向にあるため、イノシ
シ用電気柵の設置も検討している。

H30電気柵　26集落、97箇所設置
電気柵設置済圃場については被害がほぼ抑制された。未設置
個所については被害が出ているため、今後も電気柵の整備、駆
除事業を実施していく。また、2年目以降の設置状況の確認や指
導について検討している。

H29電気柵　26集落、73箇所設置
電気柵設置済圃場については被害がほぼ抑制された。未設置
個所については被害が出ているため、今後も電気柵の整備、駆
除事業を実施していく。また、2年目以降の設置状況の確認や指
導について検討している。

2
身近に見かける動植物の豊かさに
関する満足度（アンケート調査）

58.9％
（平成22年度）

79.5％
（令和2年度）

￣
(未実施)

￣
(未実施)

￣
(未実施)

￣
(未実施)

60.1%
￣

(未実施)
￣

(未実施)
￣

(未実施)
67.0% 6.9%　増

(平成27年度比)
↗

平成26年度アンケート時（60％）から上昇は見られた
が目標値には届かなかった。

環境基本計画の期間は10年間（平成23年度～平成32年度）で、
中間年度にアンケートを実施済み。次の2次計画を策定する際に
アンケート調査の実施予定。

環境基本計画の期間は10年間（平成23年度～平成32年度）で、
中間年度にアンケートを実施済み。次の2次計画を策定する際に
アンケート調査の実施予定。

5 農村の自然環境
を大切にする 1 エコファーマー認定農業者数

195人
（平成20年度）

新規認定
2人/年度

（令和2年度）

―
(186人)

―
(124人)

―
(106人)

―
(66人)

1人/年度
（42人）

1人/年度
（43人）

2人/年度
（45人）

0人/年度
（20人）

0人/年度
(16人)

4人 減 ↘
エコファーマーや新潟県減農薬・減化学肥料認証制
度取得の支援。
環境保全型農業直接支援交付金事業の周知

エコファーマーや新潟県減農薬・減化学肥料認証制度取得の支
援。
環境保全型農業直接支援交付金事業の周知

エコファーマーや新潟県減農薬・減化学肥料認証制度取得の支
援。
環境保全型農業直接支援交付金事業の周知

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

過去の実績

過去の実績

（２）環境指標の進捗状況

基本目標 個別目標 環境指標
現況値

（計画時）
目標値

（達成年度）
R1

実績
前年度

比較増減
R1年度の取り組み状況

緑豊かな山々と美
しい水辺のある自
然と親しみ自然と
共生する

野生の動植物を
保護し、生息・生
育環境を大切にす
る

基本目標 個別目標 環境指標
現況値

（計画時）
目標値

（達成年度）
R1

実績
前年度

比較増減
R1年度の取り組み状況
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5 農村の自然環境
を大切にする 1 エコファーマー認定農業者数

195人
（平成20年度）

新規認定
2人/年度

（令和2年度）

―
(186人)

―
(124人)

―
(106人)

―
(66人)

1人/年度
（42人）

1人/年度
（43人）

2人/年度
（45人）

0人/年度
（20人）

0人/年度
(16人)

4人 減 ↘
エコファーマーや新潟県減農薬・減化学肥料認証制
度取得の支援。
環境保全型農業直接支援交付金事業の周知

エコファーマーや新潟県減農薬・減化学肥料認証制度取得の支
援。
環境保全型農業直接支援交付金事業の周知

エコファーマーや新潟県減農薬・減化学肥料認証制度取得の支
援。
環境保全型農業直接支援交付金事業の周知

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

2 1
1

光化学オキシダント注意報発令件
数

0件
（平成22年度）

0件
（令和2年度）

0件 0件 0件 0件 0件 0件 0件 0件 0件 発令なし ↗ 光化学オキシダント注意報は発令されなかった。 発生しなかった。

2
空気のきれいさに関する満足度
（アンケート調査）

67.0％
（平成22年度）

84.5％
（令和2年度）

￣
(未実施)

￣
(未実施)

￣
(未実施)

￣
(未実施)

66.2%
￣

(未実施)
￣

(未実施)
￣

(未実施)
78.0% 11.8%　増

(平成27年度比)
↗

平成26年度アンケート時（66％）から上昇が見られ、
目標値に近づいた。

環境基本計画の期間は10年間（平成23年度～平成32年度）で、
中間年度にアンケートを実施済み。次の2次計画を策定する際に
アンケート調査の実施予定。

環境基本計画の期間は10年間（平成23年度～平成32年度）で、
中間年度にアンケートを実施済み。次の2次計画を策定する際に
アンケート調査の実施予定。

2 清らかなおいしい
水を守る（水環境
の保全）

1 ＢＯＤ等の環境基準達成率
100％

（平成21年度）
100％

（令和2年度）
100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100%維持 ↗

年2回、河川水の水質調査を実施。
全ての地域においてBOD等の環境基準が適合と認め
られた。

年2回、河川水の水質調査を実施。
全ての地域においてBOD等の環境基準が適合と認められた。

年2回、河川水の水質調査を実施。
全ての地域においてBOD等の環境基準が適合と認められた。

2
水のきれいさに関する満足度
（アンケート調査）

60.4％
（平成22年度）

80.2％
（令和2年度）

￣
(未実施)

￣
(未実施)

￣
(未実施)

￣
(未実施)

66.5%
￣

(未実施)
￣

(未実施)
￣

(未実施)
72.0% 5.5%　増

(平成27年度比)
↗

平成26年度アンケート時（67％）から上昇が見られ、
目標値に近づいた。

環境基本計画の期間は10年間（平成23年度～平成32年度）で、
中間年度にアンケートを実施済み。次の2次計画を策定する際に
アンケート調査の実施予定。

環境基本計画の期間は10年間（平成23年度～平成32年度）で、
中間年度にアンケートを実施済み。次の2次計画を策定する際に
アンケート調査の実施予定。

3 上水道水質基準適合率
100％

（平成21年度）
100％

（令和2年度）
100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100％維持 ↗

良質な水の供給を図るため定期的な水質試験を行
い、監視をしている。

良質な水の供給を図るため定期的な水質試験を行い監視をして
いる。

良質な水の供給を図るため定期的な水質試験を行い監視をして
いる。

4 上水道普及率
96.3％

（平成20年度）
98.5％

（令和2年度）
95.5% 95.8% 96.2% 96.0% 96.3% 96.7% 96.9% 97.2% 97.5% 0.3% 増 ↗

普及率の向上を図るため、管渠整備や改良を進め
た。

普及率の向上を図るため、管渠の整備や改良に努力すると伴
に、ﾎﾞﾄﾙｳｫｰﾀｰを作成し、水道水のＰＲを行った。

普及率の向上を図るため、管渠の整備や改良に努力すると伴
に、ﾎﾞﾄﾙｳｫｰﾀｰを作成し、水道水のＰＲを行った。

5 水洗化率（公共下水道）
52.0％

（平成20年度）
69.8％

（令和2年度）
62.5% 63.3% 64.4% 64.7% 66.5% 67.5% 69.2% 70.9% 72.3% 1.4% 増 ↗

文書による接続依頼及び職員の戸別訪問等の普及
啓発活動を実施。

下水道フェアの開催や職員の戸別訪問等の普及啓発活動を実
施。

下水道フェアの開催や職員の戸別訪問等の普及啓発活動を実
施。

6 水洗化率（集落排水）
75.4％

（平成20年度）
83.2％

（令和2年度）
76.0% 77.8% 79.5% 80.6% 80.9% 82.0% 83.0% 84.2% 85.0% 0.8% 増 ↗

文書による接続依頼及び職員の戸別訪問等の普及
啓発活動を実施。

下水道フェアの開催や職員の戸別訪問等の普及啓発活動を実
施。

下水道フェアの開催や職員の戸別訪問等の普及啓発活動を実
施。

7 水洗化率（合併処理浄化槽）
74.1％

（平成20年度）
82.0％

（令和2年度）
82.4% 76.1% 78.9% 79.2% 83.9% 84.4% 85.3% 85.7% 86.7% 1.0% 増 ↗ 設置費補助及び維持管理費補助を行った。 設置費補助及び維持管理費補助を行った。

村上市合併処理浄化槽整備事業補助金交付要綱に基づ
き、補助事業を行った。（5人漕×1基）
極端な増加は区域内人口減少に伴う増

3 土壌と地下水の
安全を守る 1 新たな土壌・地下水汚染発生件数

0件
（平成22年度）

0件
（令和2年度）

0件 １件 １件 0件 1件 0件 0件 0件 0件 発生なし ↗ 新たな土壌・地下水汚染は発生しなかった。
緑町一丁目地内旧工場から土壌汚染（鉛、ヒ素が検出）さ
れ、県と対応を協議し対策を講じた。（地下水の検査結果に
ついては異状なし）

4 静かで落ち着いた
環境を守る

1 市道改良率
68.0％

（平成20年度）
71.3％

（令和2年度）
69.3% 69.5% 69.6% 70.3% 70.4% 70.4% 70.4% 70.4% 70.5% 0.1%　増 ↗ 計画に基づき事業を実施した。 計画に基づき事業を実施した。 市道整備計画に基づき、計画どおり事業実施を行った。

2
家のまわりの静けさに関する満足
度（アンケート調査）

69.9％
（平成22年度）

84.3％
（令和2年度）

￣
(未実施)

￣
(未実施)

￣
(未実施)

￣
(未実施)

69.3%
￣

(未実施)
￣

(未実施)
￣

(未実施)
82.0% 12.7%　増

(平成27年度比)
↗

平成26年度アンケート時（69％）から上昇し、ほぼ目
標値となった。

環境基本計画の期間は10年間（平成23年度～平成32年度）で、
中間年度にアンケートを実施済み。次の2次計画を策定する際に
アンケート調査の実施予定。

環境基本計画の期間は10年間（平成23年度～平成32年度）で、
中間年度にアンケートを実施済み。次の2次計画を策定する際に
アンケート調査の実施予定。

5 安全・安心な生活
を確保する 1

化学物質による環境汚染事故の発
生件数

0件
（平成22年度）

0件
（令和2年度）

0件 0件 0件 0件 0件 1件 0件 0件 0件 発生なし ↗ 環境汚染事故は発生しなかった。
羽黒町地内において、埋設配管の腐食から灯油が水路に
流出。

2
浸水被害区域の解消率
［浸水被害解消区域面積］

5.8％
［0.4ｈａ］

（平成20年度）

83.1％
［6.0ｈａ］

（令和2年度）

9.9％
［0.7ｈａ］

18.3％
［1.3ｈａ］

38.0％
［2.7ｈａ］

49.3％
[3.5ha]

54.9％
[3.9ha]

70.4%
［5.0ha］

76.1%
［5.4ha］

80.3%
[5.7ha]

85.9%
[6.1ha]

5.6％ 増
［0.4ｈａ 増］

↗ 計画に基づき事業を実施した。 計画に基づき事業を実施した。 計画に基づき事業を実施した。

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

過去の実績

過去の実績

基本目標 個別目標 環境指標
現況値

（計画時）
目標値

（達成年度）
R1

実績
前年度

比較増減
R1年度の取り組み状況

清潔で安全・安心
な生活の中で資源
の循環を追求する

さわやかで気持ち
の良い空気を守る
（大気環境の保
全）

基本目標 個別目標 環境指標
現況値

（計画時）
目標値

（達成年度）
R1

実績
前年度

比較増減
R1年度の取り組み状況
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2
浸水被害区域の解消率
［浸水被害解消区域面積］

5.8％
［0.4ｈａ］

（平成20年度）

83.1％
［6.0ｈａ］

（令和2年度）

9.9％
［0.7ｈａ］

18.3％
［1.3ｈａ］

38.0％
［2.7ｈａ］

49.3％
[3.5ha]

54.9％
[3.9ha]

70.4%
［5.0ha］

76.1%
［5.4ha］

80.3%
[5.7ha]

85.9%
[6.1ha]

5.6％ 増
［0.4ｈａ 増］

↗ 計画に基づき事業を実施した。 計画に基づき事業を実施した。 計画に基づき事業を実施した。

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

2 6 ごみや汚れのな
い美しいまちを創
造する

1
クリーン作戦や一斉清掃の実施回
数

80回
（平成20年度）

112回
（令和2年度）

83回 91回 95回 100回 92回 115回 105回 83回 81回 　2回 減 → 市民や企業等の協力により実施。 市民や企業等の協力により実施。 各種団体が活発に活動を実施した。

2
地域の清潔さに関する満足度
（アンケート調査）

28.5％
（平成22年度）

64.2％
（令和2年度）

￣
(未実施)

￣
(未実施)

￣
(未実施)

￣
(未実施)

37.6%
￣

(未実施)
￣

(未実施)
￣

(未実施)
43.0% 5.4%　増

(平成27年度比)
↗

平成26年度アンケート時（38％）から改善はしている
ものの、目標には大きく届いていない。

環境基本計画の期間は10年間（平成23年度～平成32年度）で、
中間年度にアンケートを実施済み。次の2次計画を策定する際に
アンケート調査の実施予定。

環境基本計画の期間は10年間（平成23年度～平成32年度）で、
中間年度にアンケートを実施済み。次の2次計画を策定する際に
アンケート調査の実施予定。

7 資源を大切にする
循環型社会を作る 1 １人１日あたりのごみ排出量

795.9ｇ/人・日
（平成20年度）

753.8ｇ/人・日
（令和2年度）

760.9
ｇ/人・日

734.1
ｇ/人・日

732.9
ｇ/人・日

749.2
ｇ/人・日

794.2
ｇ/人・日

775.3
ｇ/人・日

773.8
ｇ/人・日

778.8ｇ/人・
日

769.8ｇ/人・
日

9ｇ/人・日
 減

↗
計画に基づき事業を実施したが、数値は横ばい状況
です。

計画に基づき事業を実施したが、数値は横ばい状況です。
新ごみ処理場の稼働により直接搬入ゴミの受入時間を延長
したことにより利便性が向上したため。

2
１人１日あたりの家庭から排出され
るごみの量

656.8ｇ/人・日
（平成20年度）

550.4ｇ/人・日
（令和2年度）

627.1
ｇ/人・日

604.1
ｇ/人・日

601.9
ｇ/人・日

620.7
ｇ/人・日

659.1
ｇ/人・日

628.1
ｇ/人・日

627.9
ｇ/人・日

621.8ｇ/人・
日

636.2ｇ/人・
日

14.4ｇ/人・
日
 増

↘
計画に基づき事業を実施したが、数値は横ばい状況
です。

計画に基づき事業を実施したが、数値は横ばい状況です。
新ごみ処理場の稼働により直接搬入ゴミの受入時間を延長
したことにより利便性が向上したため。

3 事業系ごみの総量
8,071.0ｔ/年

（平成20年度）
5,193.0ｔ/年

（令和2年度）
7,747
ｔ/年

7,592
ｔ/年

7,755
ｔ/年

7,472
ｔ/年

7,676
ｔ/年

7,454
ｔ/年

7,451
ｔ/年

7,339
ｔ/年

7,361
ｔ/年

22t/年
 増

↘
計画に基づき事業を実施したが、数値は横ばい状況
です。

計画に基づき事業を実施したが、数値は横ばい状況です。
新ごみ処理場の稼働により直接搬入ゴミの受入時間を延長
したことにより利便性が向上したため。

4 リサイクル率
14.4％

（平成20年度）
28.0％

（令和2年度）
13.8% 14.0% 14.0% 13.4% 20.8% 22.3% 22.1% 22.4% 21.0% 1.4％ 減 ↘

計画に基づき事業を実施したが、数値は横ばい状況
です。

計画に基づき事業を実施したが、数値は横ばい状況です。
新ごみ処理場稼働後は焼却主灰を全量リサイクルしている
ためリサイクル率向上につながっている。

5 最終処分量
2,610.0ｔ/年

（平成20年度）
659.0ｔ/年

（令和2年度）
2,561.0
ｔ/年

2,424.0
ｔ/年

2,407.0
ｔ/年

2,514.0
ｔ/年

725.0
ｔ/年

676.0
ｔ/年

709.0
ｔ/年

622.0
ｔ/年

802
t/年

180t/年
増

↘
計画に基づき事業を実施したが、数値は横ばい状況
です。増加の理由はリスク分散のために処分先を
増やした影響

計画に基づき事業を実施したが、数値は横ばい状況です。
新ごみ処理場稼働後は焼却主灰を全量リサイクルしている
ため最終処分量が減少した。

3 1 歴史と伝統を継承
し、新たな文化を
創造する

1
町並みの美しさに関する満足度
（アンケート調査）

50.2％
（平成22年度）

73.8％
（令和2年度）

￣
(未実施)

￣
(未実施)

￣
(未実施)

￣
(未実施)

51.8%
￣

(未実施)
￣

(未実施)
￣

(未実施)
52.0% 0.2%　増

(平成27年度比)
→

平成26年度アンケート時（52％）と変化がなく、目標に
届かなかった。

環境基本計画の期間は10年間（平成23年度～平成32年度）で、
中間年度にアンケートを実施済み。次の2次計画を策定する際に
アンケート調査の実施予定。

環境基本計画の期間は10年間（平成23年度～平成32年度）で、
中間年度にアンケートを実施済み。次の2次計画を策定する際に
アンケート調査の実施予定。

2 快適な暮らしと生
活空間を創造する 1 市民一人あたりの都市公園面積

21.85㎡
（平成22年度）

24.37㎡
（令和2年度）

21.90㎡ 22.17㎡ 22.81㎡ 23.14㎡ 23.53㎡ 23.90㎡ 24.37㎡ 24.86㎡ 25.11㎡ 0.25㎡ 増 ↗ 公園面積変更なし。人口減少が要因。 公園面積変更なし。人口減少が要因。 公園面積変更なし。人口減少が要因。

4 地域から世界を考
え地球環境の保全
に取り組む

1 地球温暖化対策
を推進する 1 温室効果ガスの年間総排出量

463.2千ｔ-CO2
（平成2年）

435.4千ｔ-CO2
（令和2年）

562.0
千ｔ-CO2

589.0
千ｔ-CO2

577.0
千ｔ-CO2

547.0
千ｔ-CO2

541.0
千ｔ-CO2

514.3
千ｔ-CO2

469.9
千t-CO2

￣
(未確定)

469.9
千t-CO2

（平成29年度）

44.4
千ｔ-CO2

減
↗

製造業を中心に排出量が減り、目標値に近づいた。
（国県データが確定するまで算出できないことから、
前々年度のデータ）

算出の基となる国県データが確定するまで算出できないことか
ら、前々年度のデータまでの公表となっている。

遡上修正がかかっており、前年で以前の数値が変更されている

2 公用車の低公害車導入台数
53台

（平成21年度）
150台

（令和2年度）
78台 86台 96台 102台 109台 118台 135台 153台 152台 1台 減 →

公用車台数の削減の結果として低公害車台数も微減
した。

新規契約車両については、積極的に低公害車を導入している。 新規導入車で17台の増

5 2 環境教育・環境学
習の実施 1 「こどもエコクラブ」の登録件数

1件
（平成22年度）

10件
（令和2年度）

1件 0件 0件 0件 0件 0件 0件 0件 0件 増減なし →
エコクラブの登録はしていないが、児童活動の環境委
員会等により環境問題を学び実践している。

県への登録はしていないが、児童活動の環境委員会等により環
境問題を学び実践している。

県への登録はしていないが、児童活動の環境委員会等により環
境問題を学び実践している。

2 クラインガルテン利用者数
0人

（平成20年度）
延べ600人

（令和2年度）
延べ533人 延べ465人 延べ530人 延べ572人 延べ455人 延べ350人 延べ350人 延べ517人 延べ639人 122人 増 ↗ 農作業講習会や納涼祭を開催した。

農作業講習会や料理講習会、また納涼祭を開催した。 農作業講習会や料理講習会、また納涼祭、収穫祭を開催した。

過去の実績
基本目標 個別目標 環境指標

現況値
（計画時）

目標値
（達成年度）

R1
実績

前年度
比較増減

R1年度の取り組み状況

清潔で安全・安心
な生活の中で資源
の循環を追求する

歴史と伝統のある
地域社会の中で快
適な暮らしを創造
する

環境の保全に市
民・事業者・行政が
一体となって取り
組む
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（２）環境施策 

令和元年度の環境施策の達成状況ついて、各課に点検・評価を求めました。 

評価方法は平成 30年度と同様に｢Ａ｣から｢Ｅ｣までの５段階評価で行い、基本目標別に環境施策の評価を集計しました。 

平成 27年度中間見直しにより、環境施策合計は当初の 147施策から 149施策に変更しています。 

 ※ただし昨年 7月の豪雨、9月の大型台風などやむ終えない事情で実施できなかった施策は未評価とし、 

令和元年度の評価は 141施策について行いました。 

 

【環境施策の評価集計】  

 

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ 合計 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ 合計

評価基準

※昨年7月の豪雨災害、9月の大型台風などにより実施できなかった施策は未評価としたため、今年後の評価は141施策となった。

R1　評価集計 【参考】H３０　評価集計

「A」達成（十分な成果が得られた）

「B」順調である（前年度に比べ、事業の実施成果が向上した）

「C」概ね順調である（十分な成果とは言えないが、前年度に比べ事業実施の充実が認められる）

「D」前年度と同水準が維持されている（十分な成果とは言えないが、前年度に比べ事業の実施水準が維持されている）

「E」順調でない（事業が実施されなかった。もしくは前年度に比べ実施成果または実施内容が後退した）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　評　　　　価
　　基　本　目　標

1 緑豊かな山々と美しい水辺のある自然と親しみ自然と共生する 13 7 15 3 3 41 12 7 19 3 2 43

2 清潔で安全・安心な生活の中で資源の循環を追及する 25 12 9 2 1 49 24 11 10 3 1 49

3 歴史と伝統のある地域社会の中で快適な暮らしを創造する 2 7 3 1 0 13 4 4 4 1 0 13

4 地域から世界を考え地球環境の保全に取り組む 7 4 1 1 1 14 8 7 1 1 1 18

5 環境の保全に市民・事業者・行政が一体となって取り組む 10 2 9 2 1 24 7 6 7 3 3 26

合　　　　計 57 32 37 9 6 141 55 35 41 11 7 149

40.4% 22.7% 26.2% 6.4% 4.3% 100.0% 36.9% 23.5% 27.5% 7.4% 4.7% 100.0%

AB計 63.1% CD計 32.6% AB計 60.4% CD計 34.9%
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